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議第30号

京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例の制定につ

いて

　京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。

平成29年２月22日提出

京 都 市 長 門 川 大 作

京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する条例

　京都市都市計画関係手数料条例の一部を次のように改正する。

　第８条中「という。）」の右に「及び都市の低炭素化の促進に関する法律施

行規則（同表において「規則」という。）」を加える。

　第９条中「という。）」の右に「及び建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律施行規則（同表において「規則」という。）」を加える。

　別表第１備考に次のように加える。

　　10　⑶の項及び⑸の項にかかわらず，それぞれの項の申請又は通知に基

づき行う検査が，建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

（以下この備考において「建築物省エネ法」という。）第11条第１項

の規定が適用される特定建築物に対する検査である場合の手数料は，

それぞれの項に掲げる床面積の区分に応じ，それぞれの項に掲げる額

に，それぞれ次に掲げる額を加算した額とする。

　　　⑴　非住宅部分（建築物省エネ法第11条第１項に規定する非住宅部分

をいう。以下この備考において同じ。）の床面積の合計が2,000平方

メートル以上5,000平方メートル未満のもの　104,000円

　　　⑵　非住宅部分の床面積の合計が5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの　136,000円



（議第30号）2

　　　⑶　非住宅部分の床面積の合計が10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの　164,000円

　　　⑷　非住宅部分の床面積の合計が25,000平方メートル以上50,000平方

メートル未満のもの　192,000円

　　　⑸　非住宅部分の床面積の合計が50,000平方メートル以上のもの　

248,000円

　別表第８備考以外の部分中「「計画」」を「「低炭素計画」」に，「又は法」

を「，法」に，「計画の」を「低炭素計画の」に改め，「除く。）」の右に「又

は規則第46条の２の規定に基づく軽微な変更に該当していることを証する書

面の交付の求めに応じて行う審査」を加え，「同じ」を「この表において同

じ」に改め，同表備考２及び３中「計画」を「低炭素計画」に改め，同備考

４を次のように改める。

　　４　次に掲げる審査に係る床面積の合計は，次に掲げる区分に応じ，そ

れぞれ次に掲げる面積について算定する。

　　　⑴　法第55条第１項の規定に基づく低炭素計画の変更の認定の申請に

対する審査又は規則第46条の２の規定に基づく軽微な変更に該当し

ていることを証する書面の交付の求めに応じて行う審査（変更後の

低炭素計画について２に定めるＡの欄以外が適用され，かつ，その

変更の前後において２に定めるＡからＣまでの欄の適用に変更が生

じる場合を除く。）　変更後の建築物の部分（当該変更が住宅部分又

は非住宅部分のいずれかのみに係るものである場合にあっては，そ

のいずれかの部分）の床面積（増加する部分がある場合は，当該部

分の床面積に２を乗じて得たものに，増加する部分以外の部分の床

面積を加えたもの）に２分の１を乗じて得た面積

　　　⑵　⑴以外の変更の申請に対する審査　変更後の建築物の部分（当該

変更が住宅部分又は非住宅部分のいずれかのみに係るものである場

合にあっては，そのいずれかの部分）の床面積
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　別表第９を次のように改める。

別表第９（第９条関係）

種　　　別 区　　　　　　　　　　　　　分
手 数 料（１ 件 に つ き）

A B C

⑴ 法第12条第
１項又は第
13条第２項
の規定に基
づく建築物
エネルギー
消費性能確
保計画（法
第12条第１
項に規定す
る建築物エ
ネルギー消
費性能確保
計画をいう。
以下この表
に お い て 
「確保計画」 
という。）
の提出又は
通知を受け
て行う建築
物 エ ネ ル
ギー消費性
能適合性判
定（以下こ
の表におい
て「適合性
判定」とい 
う。）に係
る審査，法
第12条第２
項又は第13
条第３項の
規定に基づ
く変更後の
確保計画の
提出又は通
知を受けて
行う適合性
判定に係る
審査又は規
則第11条の
規定に基づ
く軽微な変
更に該当し
ていること
を証する書
面の交付の
求めに応じ
て行う審査

非住宅部
分（法第
11条第１
項に規定
する非住
宅部分を
いう。以
下この表
において
同じ。）

300平方メートル以上2,000平方
メートル未満の面積

円

144,000　

円

363,000　

2,000平方メートル以上5,000平
方メートル未満の面積 233,000　 518,000　

5,000平方メートル以上10,000平
方メートル未満の面積 304,000　 638,000　

10,000平方メートル以上25,000
平方メートル未満の面積 366,000　 754,000　

25,000平方メートル以上50,000
平方メートル未満の面積 429,000　 861,000　

50,000平方メートル以上の面積 556,000　 1,073,000　

⑵ 法第29条第
１項の規定
に基づく建
築物エネル住宅

一戸
建て
の住
宅

200平方メートル未満の面積
円

5,000　 34,000　

200平方メートル以上の面積 5,000　 38,000　
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ギー消費性
能向上計画
（同項に規
定する建築
物 エ ネ ル
ギー消費性
能向上計画
をいう。以
下この表に
おいて「向
上計画」と
いう。）の
認定，法第
31条第１項
の規定に基
づく向上計
画の変更の
認定の申請
に対する審
査（これら
の認定の申
請に併せて，
法第30条第
２項（法第
31条第２項
において準
用する場合
を含む。）
の規定に基
づく申出が
あったもの
を除く。）
又は規則第
29条の規定
に基づく軽
微な変更に
該当してい
ることを証
する書面の
交付の求め
に応じて行
う審査

部分
（法
第11
条第
１項
に規
定す
る住
宅部
分を 
いう。
以下
この
表に
おい
て同
じ。）

共同
住宅
等

300平方メートル未満の面積 9,000　 68,000　

300平方メートル以上2,000平方
メートル未満の面積 20,000　 114,000　

2,000平方メートル以上5,000平
方メートル未満の面積 44,000　 193,000　

5,000平方メートル以上10,000平
方メートル未満の面積 79,000　 277,000　

10,000平方メートル以上25,000
平方メートル未満の面積 118,000　 537,000　

25,000平方メートル以上50,000
平方メートル未満の面積 180,000　 953,000　

50,000平方メートル以上の面積 274,000　 1,756,000　

非住宅部
分

300平方メートル未満の面積 9,000　 86,000　 224,000　

300平方メートル以上2,000平方
メートル未満の面積 26,000　 144,000　 363,000　

2,000平方メートル以上5,000平
方メートル未満の面積 79,000　 233,000　 518,000　

5,000平方メートル以上10,000平
方メートル未満の面積 125,000　 304,000　 638,000　

10,000平方メートル以上25,000
平方メートル未満の面積 158,000　 366,000　 754,000　

25,000平方メートル以上50,000
平方メートル未満の面積 198,000　 429,000　 861,000　

50,000平方メートル以上の面積 277,000　 556,000　 1,073,000　

⑶ 法第36条第
１項の規定
に基づく建
築物エネル
ギー消費性
能基準（法
第２条第３
号に規定す
る建築物エ
ネルギー消
費性能基準
をいう。以
下同じ。）
に適合して
いる旨の認
定の申請に
対する審査

住宅
部分

一戸
建て
の住
宅

200平方メートル未満の面積 5,000　 17,000　 34,000　

200平方メートル以上の面積 5,000　 18,000　 38,000　

共同
住宅
等

300平方メートル未満の面積 9,000　 32,000　 68,000　

300平方メートル以上2,000平方
メートル未満の面積 20,000　 56,000　 114,000　

2,000平方メートル以上5,000平
方メートル未満の面積 44,000　 102,000　 193,000　

5,000平方メートル以上10,000平
方メートル未満の面積 79,000　 154,000　 277,000　

10,000平方メートル以上25,000
平方メートル未満の面積 118,000　 273,000　 537,000　

25,000平方メートル以上50,000
平方メートル未満の面積 180,000　 465,000　 953,000　

50,000平方メートル以上の面積 274,000　 820,000　 1,756,000　
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非住宅部
分

300平方メートル未満の面積 9,000　 86,000　 224,000　

300平方メートル以上2,000平方
メートル未満の面積 26,000　 144,000　 363,000　

2,000平方メートル以上5,000平
方メートル未満の面積 79,000　 233,000　 518,000　

5,000平方メートル以上10,000平
方メートル未満の面積 125,000　 304,000　 638,000　

10,000平方メートル以上25,000
平方メートル未満の面積 158,000　 366,000　 754,000　

25,000平方メートル以上50,000
平方メートル未満の面積 198,000　 429,000　 861,000　

50,000平方メートル以上の面積 277,000　 556,000　 1,073,000　

備考１　区分の欄に掲げる面積は，同欄に掲げる部分の床面積の合計とする。
　　２ 　Ａの欄及びＢの欄は，それぞれ次に掲げる建築物の部分について，Ｃの欄は，そ

の他の建築物の部分について，それぞれ適用する。
　　　⑴ 　Ａの欄　次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に掲げる基準に適合することにつ

いて確認することができる書類として市長が定めるものが提出される建築物の部
分

　　　　ア　⑵の項　法第30条第１項各号に掲げる基準
　　　　イ　⑶の項　建築物エネルギー消費性能基準
　　　⑵ 　Ｂの欄　次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に掲げる基準に適合する建築物の

部分（⑴に掲げるものを除く。）
　　　　ア 　⑴の項　建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（以下「基準省令」

という。）第１条第１項第１号ロに掲げる基準
　　　　イ　⑵の項　基準省令第10条第１号イ⑵及び同号ロ⑵に掲げる基準
　　　　ウ 　⑶の項　住宅部分にあっては基準省令第１条第１項第２号イ⑵及び同号ロ⑵

に掲げる基準，非住宅部分にあっては同項第１号ロに掲げる基準
　　３ 　⑵の項又は⑶の項の審査に係る建築物の部分が複数の用途の区分にわたる場合に

おける手数料は，当該区分ごとにこの表に掲げる額の合計額とする。
　　４ 　⑴の項の変更に対する審査に係る床面積の合計は，次に掲げる区分に応じ，それ

ぞれ次に掲げる面積について算定する。
　　　⑴ 　法第12条第２項又は第13条第３項の規定に基づく変更後の確保計画の提出又は

通知を受けて行う適合性判定に係る審査又は規則第11条の規定に基づく軽微な変
更に該当していることを証する書面の交付の求めに応じて行う審査（変更前の確
保計画の適合性判定が所管行政庁以外の者により行われた場合又はその変更の前
後において２に定めるＢ及びＣの欄の適用に変更が生じる場合を除く。）　変更後
の建築物の非住宅部分の床面積（非住宅部分の床面積で増加する部分がある場合
は，当該非住宅部分の床面積に２を乗じて得たものに，増加する非住宅部分以外
の非住宅部分の床面積を加えたもの）に２分の１を乗じて得た面積

　　　⑵　⑴以外の変更に対する審査　変更後の建築物の非住宅部分の床面積
　　５ 　⑵の項の変更に対する審査に係る床面積の合計は，次に掲げる区分に応じ，それ

ぞれ次に掲げる面積について算定する。
　　　⑴ 　法第31条第１項の規定に基づく向上計画の変更の認定に対する審査又は規則第
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29条の規定に基づく軽微な変更に該当していることを証する書面の交付の求めに
応じて行う審査（変更後の向上計画について２に定めるＡの欄以外が適用され，
かつ，その変更の前後において２に定めるＡからＣまでの欄の適用に変更が生じ
る場合を除く。）　変更後の建築物の部分（当該変更が住宅部分又は非住宅部分の
いずれかのみに係るものである場合にあっては，そのいずれかの部分）の床面積
（増加する部分がある場合は，当該部分の床面積に２を乗じて得たものに，増加
する部分以外の部分の床面積を加えたもの）に２分の１を乗じて得た面積

　　　⑵ 　⑴以外の変更に対する審査　変更後の建築物の部分（当該変更が住宅部分又は
非住宅部分のいずれかのみに係るものである場合にあっては，そのいずれかの部
分）の床面積

　　６ 　⑵の項の審査において，法第30条第２項（法第31条第２項において準用する場合
を含む。）の規定に基づく申出があった場合の手数料は，建築物の部分の用途の区
分に応じこの表に掲げる額に，次に掲げる額を加算した額とする。

　　　⑴ 　当該申出が建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築物に係る確認の申請で
あるとしたならば，別表第１の規定により納入すべき同表⑴の項に掲げる額。こ
の場合において，当該申出が法第31条第２項において準用する法第30条第２項の
規定に基づくものであるときは，同表⑴の項に掲げる床面積の合計は，計画の変
更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっては，当該増加
する部分の床面積）について算定する。

　　　⑵ 　当該申出に係る審査において建築基準法第６条の３第１項ただし書に規定する
建築主事が特定構造計算基準等適合審査を行うときは，当該申出が同法第６条第
１項の規定に基づく建築物に係る確認の申請であり，かつ，当該申請において特
定構造計算基準等適合審査を行うとしたならば，別表第１備考４の規定により同
表⑴の項に掲げる額に加算すべき額

　　　⑶ 　計画にエレベーター又はエスカレーターに係る部分が含まれているときは，エ
レベーター又はエスカレーター１基につき9,000円

附 則

（施行期日）

１　この条例は，平成29年４月１日から施行する。

（適用区分）

２　この条例の施行の日前の申請に係る手数料については，なお従前の例に

よる。

提案理由

　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく事務等に係る手

数料を定める等の必要があるので提案する。


